平成30年度　第1回独立技術士交流委員会セミナー・メモ
1，日時：2018年4月26日(木)13：30～17：00
2，場所：花車ビル北館　（日本技術士会中部本部）  ６F会議室
3，出席者：安藤雅彦、伊藤文男、太田隆之、田島暎久、原浩之、前田武光、松原守、村橋光臣、吉村元一、池田泰幸、土山茂希、服部利周、辻喜礦（講師）、松井肇（講師）　計14名
4，司会：吉村元一　　　メモ作成：安藤雅彦
5，内部講師の講演　「ごみ処理問題の昨今」　　　辻喜礦氏　(上下水道、衛生工学)

　　　　　　　　　　　　　(一社)日本廃棄物コンサルタント協会名誉会員
中世のヨーロッパの大半の都市は不潔であった。
中世ヨーロッパの都市は城壁都市で、水源にある処で整備されて水道は完備していたが、下水は垂れ流しており、し尿やごみは城郭の外へ捨てていた。
日本の古代の都も短期間で激しく移転を繰り返していたが、その原因の一つが、ゴミ問題が解決できなくて、都が汚れると数年で移転した。その後、ごみ処理問題に対する認識が広まり、取り締まるようになってから清潔な町が実現し始めている。
江戸時代では、徳川幕府の指導もあったが、住民の工夫により清潔な町ができていた。また、当時は物資が不足したため、ごみのリサイクル事業が発達しており、結果的にごみの排出量は制限されていた。
ごみ処理の業務管理は奉行所がおこなっており、大都市になっていた江戸では大量の都市ゴミが排出されることとなり、これに対処するために計画的なごみ処分場を指定して、埋め立て事業が行われて、江戸は土地が造成される結果となっていた。他の大都市もおおむね同様の状況だったと推測出来る。
明治に藩体制が崩壊するとともに、人々の移動が自由になり、都市へ人々が集まり始めた結果、人口が集中したが、この結果、都市内の汚物が急増し、民政安政のために汚物処理は、1900年に汚物掃除法が制定された。この時点から、市町村の義務となった。
1970年の廃棄物処理法が改正され、新たに産業廃棄物の指定がなされていたが、1991年の改正では、国民の責務が明記され、マニフェスト制度を導入して産業廃棄物の最終処分までの監視が義務付けられ、排出事業者の責任が強化された。
その後の日本では、高度成長期を迎えるが、排出ごみを処分する最終処分場の設置が困難となったことから、自区内処理の原則が履行できず、この対策の一環として広域的な処理施設計画が提言され、大阪湾で実現した（1981年、フェニックス計画）
1991年、リサイクル関連法を整備された。排出ごみの分別が排出時短で実施されたが、分別後の処置まで決めていなかったので、リサイクル体系は維持できていない。その結果として。分別ごみは、焼却処理することが多かった。
また、プラスチックを分別収集したが、最終的に燃やしたり、一部は中国へ輸出したりで、うまく処理できなかった（輸送費が割高となり、現在は中国の輸出もなくなった）。
ごみ処理費用のうち、人件(主にごみの収集・運搬経費)費7～8割、設備費2～3割であることから、人件費の削減が課題である。効率的な収集体系としてごみステーション制度を作ったが、ごみの中身を住民が検査してトラブルが一時起こったこともある。
最終処分施設の遮水シートは二重化しても問題は収まっていない。最終処分施設の維持管理は、漏水などが問題である。地下水の汚染場所や、どの程度浸出水処理施設の処理水の水質が低減するかがはっきりわからないので、維持期限が無限に継続されて経費がかさむことになる。

ごみの焼却の目的は、減容化、安定化、無害化であるが、安定化・無害化は未だできていない。この原因は、ごみの焼却技術の大半はヨーロッパからの輸入技術であることから、収集体系が異なり、対応が不備であった。生ごみを可燃物として収集・焼却処理をしていたため、厨芥が混入しいているので、焼却炉が傷みやすいことに加えてダイオキシン発生の問題が発覚され、大騒ぎとなった(テレビ朝日)。－厨芥発生量は200ｇ／人くらい。水分は約50％－
ダイオキシン対策として、連続稼働と300ｔ／日以上の規模が必要とされたが、代替案として、通産省指導でRDF施策が導入された(事務局を三重県がになった)が、広がっていない。
厨芥処理には、ヤンマー農機の「食べ丸」は有効だったが、リコールにあって、現在は販売していない。他社にはこの装置が沢山ある。
メタン発酵として生ごみを収集処理している事例(愛知県大府市)もあるが、水口テクノス(滋賀県甲賀市)では、3万5千世帯ではうまくいっているが、名古屋市のような巨大都市では導入は困難である。

最終処分場の再生事業を亀山市が2000年に計画したが、国庫補助事業対象とされなかったが、2004年には既設最終処分場の再生事業として採択事業化が実現している。
【質疑】ディスポーザ方式は、日本の下水道施設は合流式であるため、水量が少ないので厨芥の流れが悪くなり、東京都下水道局が反対していたため、採用されていないが、現在は検討段階に入っている。
6，外部講師の講演　「相続における最近の動向」～争族回避のための円滑な対処方法について～
松井　肇氏（税理士）　　　東海税理士会　中小企業支援対策部　副部長
不動産の時効取得（一時所得）他人名義の不動産を20年間使用し続けた場合、使用者の所有権移転が可能となる。
（例：相続時の所有権変更登記失念）　名義変更をすぐに行わないと、手続き・費用が大きくなる（世代が変わり相続人が代襲相続人となり分割協議・署名押印が困難に）。
不動産の評価額
建物は固定資産税評価額による
家屋　1倍
アパート　0.7倍
※マンション等の土地を小規模宅地等の特例が平成30年4月1日以降は使えない
　（投資目的で購入し賃貸用に供する場合）
土地は路線価方式・倍率方式(国税庁が毎年7月1日に発表)がある。その他時価には、近隣の売買価格を比準方式、不動産鑑定士による鑑定もよい。売買価格は、不動産屋、国交省のホームページで公開
相続税の申告期限
相続の放棄・又は限定承認（債務以上に財産があれば相続する）　3ヶ月以内
準確定申告　4ヶ月以内
申告　10ヶ月以内（10ヶ月後は未分割扱いとなり、相続税減額の特例は適用されない）但し、「申告期限後3年以内の分割見込書」、及び「遺産が未分割であることについてやむを得ない自由がある旨の承認申請書」を期限内に提出していれば分割後に特例適用を受けることが可能。
相続税の非課税枠
1 3千万円＋600万円＊法定相続人の数
2 死亡保険金　500万円＊相続人の数
③ 死亡退職金　500万円＊相続人の数
個人事業主及び中小企業に該当する役員対象の「小規模企業共済」も退職金
　例）10年間で7万円/月＊12月＊10年＝840万円
（掛け金は所得控除額の対象となり、所得税等が安くなる）
死亡保険金等の非課税枠の超過分は「みなし相続財産」となり相続税の対象となる。
　（但し、相続財産の総額が「みなし相続財産」を加えても①の範囲内であれば非課税）
相続税の税務調査
1 家族すべての銀行預金等（名義預金の確認が目的）　同じ日に引出し相続人等の口座に入れた預金は贈与とされたり、名義預金の漏れがあるかの確認。
2 印鑑（どの印鑑を被相続人が使用していたか名義口座の印鑑管理を誰がしていたのかを確認）
3 被相続人の趣味（絵画・美術品等）
遺言状（公正証書）：争族を避けるためには作成した方がよい。但し遺言状があっても、遺
留分（法定相続の1/2）の減殺請求権がある。この分を手当しておくと良い。
10ヶ月以内に申告できないとき、未分割にて前掲のとおり申告する（3年ごとに更新）。
小規模宅地等の特例
被相続人の宅地を、一緒に住んでいた親族が相続で取得した場合、宅地（330㎡）の不動産価格の80％が減額される。ただし、遺産分割が確定していない場合は適用を受けることが出来ない。
死因贈与契約　贈与税の対象とはならず、相続扱いとなる（事前の遺産分割）。
代償分割　　相続財産の代わりに現金等で支払う。
更正の請求　相続税を過大に支払った場合が対象（未分割で後に協議成立、小規模宅地の特
例により評価額が減少し納税が減った場合等）。
連年贈与　毎年、１１０万円を同じ時期に贈与した場合、税務署は合算した総額を贈与した
ものとみなします。
時期をずらす、金額を変える。基礎控除額を超えて少し贈与税を払う、など工夫する。
相続税の実効税率は、相続財産約2億円、相続人子供2人では、実効税率が15％～20%程
度、贈与税がそれより少なければ贈与税を支払い贈与する方が得になる（相続対策）。
贈与税の特例（配偶者への居住用不動産の贈与等）を使うのも対策。
不動産取得税　相続の場合が最も安く、次に贈与。
海外にも資産がある場合、日本と資産の存在する国の相続に関する法律を確認し、有利な方
法を検討する必要がある。被相続人が外国人で祖国にも財産があるとさらに複雑。
税理士の報酬の目安　　相続財産の約0.7%程度
※これは講師の事務所の場合で、相続財産の評価の難易度や遺産分割協議が難しい場合、増額の場合もある。また税理士により幅があるので概算の見積もりを貰うようにする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
